
 社長の青柳でございます。皆様、本日はお忙しい中、お集まりいただき、誠にありがとうござ
います。

 まず、説明を始めさせていただく前に、新型コロナウイルス感染症に罹患された方およびご家
族の方、関係者の方に謹んでお見舞い申し上げます。また、今回、新型コロナウイルス感染拡
大の状況や政府自治体からの外出自粛の要請を踏まえ、決算説明会を電話会議形式に変更させ
ていただきました。ご理解のほどよろしくお願いいたします。

 3ページをご覧ください。





 本日は、2020年3月期決算実績、2021年3月期の業績予想、新型コロナウイルス感染拡大を踏
まえた当面の戦略、中期経営計画の取り組み状況の以上4点についてお話いたします。

 まず、2020年3月期決算実績について説明します。

 5ページをご覧ください。





 連結決算の営業収益は、新型コロナウイルスの感染拡大の影響による鉄道旅客運輸収入の減な
どにより、対前年で77億円の減収となりました。

 営業利益は、新型コロナウイルスの影響に加え、減価償却費の増や税制特例措置の廃止などに
より、対前年で144億円の減益となりました。

 また、特別損益は、外部環境の激変を踏まえた新型客船「クイーンビートル」の減損損失など
により、対前年で54億円の減益となりました。

 その結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、対前年で177億円の減益となり、EBITDAは
、対前年で103億円減少しました。

 次のページをご覧ください。



 鉄道事業における新型コロナウイルスの影響について説明します。

 鉄道旅客運輸収入について、2020年1月までは対前年を上回るご利用状況により堅調に推移し
ましたが、2020年2月以降は新型コロナウイルスの影響により大きく落ち込みました。

 特に、新幹線や在来線特急を中心とする中長距離収入が大きく落ち込んだことに加え、インバ
ウンドの激減により、JR九州レールパスも第4四半期は対前年を大きく下回りました。

 この結果、鉄道旅客運輸収入では、新型コロナウイルスにより62億円程度の影響があったと想
定しております。

 次のページをご覧ください。



 その他の主な事業における、新型コロナウイルスの影響について説明します。

 不動産賃貸事業の中心である駅ビル事業については、集客イベントの中止や営業時間短縮など
によりテナント売上が減少し、博多シティでは3月単月のテナント売上が対前年40％程度減少
しました。

 ホテル事業については、2月以降からインバウンドの減少傾向が顕著になったこともあり、第4
四半期の稼働率は60%以下に落ち込み、大きな影響を受けました。

 また、流通・外食事業については、ドラッグストアではマスクや除菌関連商品の特需があった
ものの、その他の流通・外食事業については、外出自粛の影響などにより厳しい状況となりま
した。

 続きまして、2021年3月期業績予想について説明します。12ページをご覧ください。











 鉄道事業の直近の状況について説明します。

 緊急事態宣言や休業要請等による外出自粛の影響拡大により、運輸取扱収入は減少幅の拡大が
継続しています。当社のビジネスモデルは、鉄道旅客の増加が駅周辺事業を牽引し、それぞれ
の事業にシナジー効果を生み出していましたが、鉄道旅客の減少により事業全体に厳しさが広
がっている状況です。

 また、当社交通ネットワークの果たす社会的意義を鑑みて、新型コロナウイルスの感染拡大を
防ぐ観点から、厳しい判断ではありましたが、ゴールデンウイーク期間中の5月2日から5月6日
の間はすべての在来線特急列車を運休しました。

 次のページをご覧ください。



 その他事業の直近の状況について説明します。

 多くのセグメントにおいてコロナウイルスの影響が拡大していますが、特に高速船事業、不動
産賃貸事業、ホテル事業は影響を受けています。

 高速船事業については、政府による「船舶旅客運送停止」要請による運航休止の状況が継続し
ています。

 不動産賃貸事業における駅ビル事業については、 駅ビルを中心に休館・営業時間の短縮を実施
しており、テナントへの賃料減額や支払い時期の先送りなどの支援策も実施しています。

 ホテル事業についても一部の施設を休館する状況が続いており、4月の稼働率は対前年で約8割
減少しています。

 影響が長期化すれば、業績への影響が更に甚大なものになることが懸念されます。

 次のページをご覧ください。



 以上の状況を踏まえ、今後の収入動向などが極めて不透明であることから、2021年3月期業績
予想および年間配当金については、現時点では未定とさせていただきます。今後、予想が可能
となった段階で速やかに発表いたします。

 続きまして、当面の戦略について説明します。16ページをご覧ください。





 当面の戦略について説明します。

 鉄道事業を中心に、多くの事業がコロナウイルスの影響により厳しい状況にあり、キャッシュ
フローも大きく減少していることから、当面は手元流動性の確保を最優先とした施策を推進し
ていきます。

 その一環として、更なるキャッシュフローの悪化に備えて、資金調達手段の多様化を図ります
。既に新規借入を実行しており、今後は社債の発行や、コミットメントラインの設定に加え、
CPの発行や当座貸越枠増額の検討も進めていきます。

 設備投資についても、鉄道の安全投資および宮崎と熊本の二つの駅ビル投資は着実に進める一
方で、可能な限り延期・抑制に努めていきます。

 また、先日発表いたしましたJR九州ドラッグイレブンの株式一部譲渡など、ポートフォリオの
見直しによって創出されるキャッシュも、運転資金の一部として充当する予定です。

 次のページをご覧ください。



 財務戦略の振り返りと今後の方針について説明します。

 2020年3月期は、財務戦略の検討を積極的に進める中で、株主還元方針の拡充を行うとともに
、当社としては初めてとなる自己株式の取得を行いました。

 また、新型コロナウイルスの影響により厳しい状況ではあるものの、下限とした年間配当金93
円を維持することとしました。

 先ほど説明したように、今後は、負債の急拡大および資本の縮小リスクが顕在化していること
から、財務健全性の維持に努めることを優先します。

 また、事業継続性の観点からも、ある一定の資本を有することの重要性を再認識するとともに
、新型コロナウイルスの影響が安定的に改善される状況が確認できれば、その時の状況に応じ
て、事業戦略や財務戦略の見直しの検討も行っていきます。

 続きまして、中期経営計画の取組状況について説明します。21ページをご覧ください。









 収支改善による持続的な鉄道サービスの構築について説明します。

 鉄道事業は、現在厳しい状況にあります。しかし、新型コロナウイルスの影響縮小後において
も、都市部への人口集中やインバウンドの拡大傾向は継続すると考えていることから、３つの
戦略である「近距離」、「インバウンド」、「新幹線」による収益力向上の取り組みを更に強
化することで、鉄道旅客の増加が駅周辺事業を牽引するビジネスモデルによる収益拡大を図っ
ていきます。

 次のページをご覧ください。



 拠点地域の戦略的まちづくりについて、主な開発案件の進捗状況を説明します。

 熊本駅周辺開発と宮崎駅西口開発については、新型コロナウイルスの影響により工事の一時中
断も発生していた状況ではありますが、リーシングなどを進めています。

 そのほかにも、長崎駅周辺開発や、福岡都市圏における開発など、沿線人口を増やす取り組み
を引き続き推進していきます。

 次のページをご覧ください。



 事業ポートフォリオの見直しについて説明します。

 戦略的な事業ポートフォリオの形成や適切な経営資源配分の実現に向けて、直近では、流通セ
グメントの主要事業の一つであるJR九州ドラッグイレブンの一部株式を、ツルハホールディン
グスさまへ譲渡することを決定しました。

 JR九州ドラッグイレブンについては、2007年の子会社化以降、業績の拡大に努めてきました
が、業界を取り巻く環境の変化により厳しい経営環境が継続していたことを受け、ツルハホー
ルディングスさまと提携し、両社の事業ノウハウなどの経営資源を活用していくことが最善で
あると判断いたしました。

 事業ポートフォリオの見直しは、中期経営計画の重点事項である「更なる経営基盤強化」施策
の一つであり、市況の動向を注視しながら、引き続き取り組んでいきます。

 次のページをご覧ください。



 2030年長期ビジョンで目指しているゴールのひとつが、MaaSという新たなモビリティサービ
ス構築への挑戦であり、MaaSによる利益改善です。

 そのビジョンの達成に向けた取り組みとして、2020年3月期においては、西日本鉄道さま、第
一交通産業さまとの業務提携や、由布院地区および宮崎県において、アプリを使った実証実験
の計画も発表しました。

 また、3月のダイヤ改正では、西日本鉄道さまと協働し、列車とバスの相互の情報案内を強化
することで、シームレスな乗り継ぎを目指す取り組みをJR下曽根駅で開始しました。今後も、
利便性の高いサービスを提供することで、公共交通機関を利用するお客さまの創出・確保を目
指した取り組みを推進していきます。

 次のページをご覧ください。



 地域交通への取り組みについて説明します。

 日田彦山線については、地元自治体と議論を重ねるとともに、当社からネットワークの維持に
ついて考え方を提示させていただき、復旧案などに関する説明会を実施してきました。次回の
復旧会議の日程は未定ではございますが、一日でも早く復旧方針について合意が得られるよう
取り組んでいきます。

 また、線区別収支については2020年4月の開示を予定しておりましたが、緊急事態宣言が出て
いることなどの状況を鑑み、一旦延期といたしました。今後の線区の活用策を沿線自治体や地
域住民のみなさまと一緒に考えていくきっかけとするため、開示時期を引き続き検討していき
ます。

 次のページをご覧ください。



 新型コロナウイルス感染拡大の影響により、かつてない規模での列車の運休や駅ビルを
はじめとした施設の休館を実施しているなど、先行きが見えない厳しい事業環境が続く
ことを予想しております。

 九州のモビリティサービス企業としての社会的役割を果たし、さまざまなステークホル
ダーと新型コロナウイルスを乗り越えられるよう、施策に取り組んでまいります。

 次のページをご覧ください。



 最後に、現在、JR九州では九州の元気を発信し続けることを目的に、「その日まで、ともにが
んばろう」 と題したプロジェクトを展開しています。

 この苦しい時期を九州一丸となって乗り越えた「その日」には、当社の2030年ビジョンでもあ
る、「安全・安心なモビリティサービスを軸に地域の特性を活かしたまちづくり」を通じて九
州の持続的な発展に貢献する取り組みを更に加速させ、JR九州グループだからこそできる「ま
ちづくり」を進めてまいります。

 以上で、説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。




























